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４. 大阪湾ベイエリアと内陸部を結ぶインフラの整備状況 
■ミッシングリンクが存在 

近畿圏の道路ネットワークを見ると、ベイエリア内、ベイエリアと内陸部とを

結ぶ道路ネットワークにミッシングリンクが存在している。 

具体的には、新名神高速道路、第二京阪道路、大阪湾岸道路西伸部、都市再生

環状道路（大和川線、淀川左岸線Ⅰ期・Ⅱ期、淀川左岸線延伸部）、京奈和自動

車道、名神湾岸連絡線や京都縦貫自動車道等、京阪神地域の広域幹線道路につい

て、未供用区間の整備促進及び計画の具体化が必要となっている。 

図表 I-16  道路ネットワーク及び港湾・空港の配置 
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（資料）国土交通省近畿地方整備局各事務所ＨＰ、大阪湾環状紀淡連絡道路建設推進協議会ＨＰ、各自治体資料等を元に作成 

 

ミッシングリンクの解消は、近畿の道路交通の利便性を大幅に改善し、内陸部

への企業立地を促すものと考えられる。このうちの一つ、都市再生環状道路を構

成する「淀川左岸線延伸部」は、大阪市北東部や大阪府北河内地域などから、大

阪ベイエリア方面・神戸方面へ向かう場合の、都心通過部の移動時間を短縮する

機能を有する。 

一例として、国土交通省近畿幹線道路調査事務所によると、淀川左岸線延伸部

が整備されると門真ジャンクション－北港ジャンクション間の移動時間はほぼ

半減（42 分から）すると試算されている。 
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図表 I-17  ミッシングリンク解消による時間短縮効果（淀川左岸線延伸部） 

 
(資料)国土交通省近畿幹線道路調査事務所 

 

■企業立地要因として重視される道路 

近畿地方整備局港湾空港部と連携して実施したアンケート調査では、生産拠点

の立地検討には、「労働力の確保」「市場への近接性」「従業員の通勤の便」が特

に重視されているといった結果が得られた。いずれもアクセス環境に関係するも

のであり、企業立地における道路整備の重要性がうかがわれる。 

図表 I-18  立地選択の重要要素 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

労働力の確保

市場への近接性

従業員の通勤の便

周辺環境からの制約が少ない

関連企業への近接性

地価

用地面積の確保が容易

高速道路を利用できる

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

賃金水準

本社への近接性

自治体等の助成・協力

輸出入の利便性

港湾を利用できる

工業団地

情報の集約性

大学や研究機関が近い

空港を利用できる

鉄道を利用できる

他企業との共同立地

その他

生産拠点 物流拠点
 

（備考）調査時期：２００８年１２月１６日（火）～２００９年２月２３日（月） 

回収率:１６．０％（４８１件回収）（近畿地方の製造業、卸売業を対象に実施）  
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■輸入を中心に増加するコンテナ貨物 

阪神港のコンテナ貨物量は、輸入を中心に増加している。 

大阪港で輸入貨物が増加しており、輸出量を輸入量が上回る状況となってい

る。 

神戸港では、輸出入ともに横ばい状況にある。輸出入バランスについては、大

阪港とは異なり、輸出入が同レベルの水準で推移している。 

図表 I-19  港湾・空港の現状（コンテナ貨物及び航空貨物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■西日本のアジアゲートウェイ・関西国際空港 

関西国際空港における貨物取扱量については、2004 年にいったん増加に転じ

たが、その後はほぼ横ばい傾向にある。 

また、財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」によると、関西国際空港は輸

出入とも近畿をはじめ西日本を生産地・消費地とする貨物が多く、輸出先・輸入

元は、アジアが主な地域となっており、西日本のアジアの玄関口となっているこ

とがわかる。 

 

 

橋
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姫路港
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大阪港
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阪南港
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（資料）国土交通省「港湾統計」より作成、大阪税関資料より作成
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図表 I-20  関西国際空港の背後圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より抜粋・作成 

 

 

■西日本そしてアジアのゲートウェイとしての関西国際空港の 2007 年限定供用 

関西国際空港では、2007 年 8 月 2 日に、第２滑走路が供用を開始した。これ

により、「4000ｍ級の複数滑走路＋24 時間運用」という諸外国のハブ空港と肩を

並べる「日本発の国際貨物ハブ空港」としての機能が整備された。 

しかし、2007 年の供用は最小限の施設に絞り込んだ「限定供用」となってお

り、第 2滑走路とその運用に必要な平行誘導路 1本等に限定されている。 

今後、残りの計画については、将来の航空需要や経営状況を見つつ段階的な整

備を行う予定となっている。 

図表 I-21  関西国際空港の 2007 年限定供用 

 
（資料）関西国際空港株式会社ホームページより抜粋 
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■パネルベイがもたらす港湾・航空航空貨物の需要増 

社団法人関西経済連合会は、近年の大阪湾ベイエリアに相次いで立地したフラ

ットパネルディスプレイ製造等の大規模立地がベイエリアの港湾貨物や航空貨

物にもたらす貨物需要量を試算している。 

これによると、航空貨物では週 20 便の貨物便の増便が必要とされている。 

港湾貨物は阪神港の約２％程度の需要増になると期待される。 

図表 I-22  パネルベイがもたらす港湾・航空航空貨物の需要増 

 

パネル・ベイの６工場から出荷される航空貨物量は、
フル稼働時で、現在の関空の輸出貨物量の1割近く

になると見込まれる。（各社ヒアリングより推計）

２０１５年 年間３万７,２００トン（３,１００トン／月）

フル稼働のパネルベイの貨物需要には、週２０便強の貨物便の増便が必要（B767、30トン搭載で換算）。
関西国際空港発着の貨物便のニーズが高まることは確実！
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［南淡路］三洋電機

堺

姫路

関西空港関西空港

投資額 約340億円

稼働予定 2009年春

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池

［貝塚］三洋電機

投資額 約340億円

稼働予定 2009年春

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池

［貝塚］三洋電機

主な ｼｬｰﾌﾟ液晶ﾊﾟﾈﾙ 約3,800億円

投資額 ｼｬｰﾌﾟ太陽電池 約720億円

2010年3月稼働予定

［堺］シャープ他

ＴＶ用液晶パネル工場等

主な ｼｬｰﾌﾟ液晶ﾊﾟﾈﾙ 約3,800億円

投資額 ｼｬｰﾌﾟ太陽電池 約720億円

2010年3月稼働予定

［堺］シャープ他
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ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池
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稼働予定 2010年7月

［姫路］IPSｱﾙﾌｧﾃｸﾉﾛｼﾞ

ＴＶ用液晶パネル

投資額 約2,350億円

稼働予定 2010年7月

［姫路］IPSｱﾙﾌｧﾃｸﾉﾛｼﾞ

ＴＶ用液晶パネル

投資額 約2,100億円

稼働予定 （第５） 2010年1月

［尼崎］パナソニック

ﾌﾟﾗｽﾞﾏＴＶ用ﾊﾟﾈﾙ（第5）

投資額 約2,100億円

稼働予定 （第５） 2010年1月

［尼崎］パナソニック

ﾌﾟﾗｽﾞﾏＴＶ用ﾊﾟﾈﾙ（第5）

 
 

大阪湾パネル・ベイの新工場にかかる物流量推計まとめ 

 2015 年 

合計 513.0 100%

国内向け 78.4 15.3%

 

物流発生量 

（千 t/年） 
輸出 434.6 84.7%

輸出合計 434.6 100%

航空貨物 37.2 8.6%

 

輸出貨物量 

（千 t/年） 
海上貨物 397.4 91.4%

同 TEU 換算 海上貨物 39,387 100%

  
 

 

 

 
（資料）社団法人関西経済連合会資料より作成 

 

現在の阪神港の年間輸出量 

（＝200 万 TEU）の約２％に該当 
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５. 国・自治体による企業立地促進施策 
国、自治体の企業立地に促進に係る施策は、税制優遇のほか、補助金・助成金

や金融支援など各種メニューに取り組まれている。（図表 I-25・図表 I-26参照） 

また、地域による主体的かつ計画的な企業立地促進等の取り組みを支援し、地

域経済の自律的発展の基盤強化を図ることを目的とした企業立地促進法が平成

19 年 4 月 27 日に成立しており、近畿においても、全府県で基本計画対象地域が

選定されている。同法における工場立地法の特例措置により、これまで企業より

要望の高かった緑地面積率の緩和も実現され、企業の立地促進に向けた基盤的な

環境は整いつつある状況がうかがえる。 

図表 I-23  企業立地促進法の概要 

○企業立地促進に係る地方交付税措置 （総務省と連携）

①自治体による立地企業に対する地方税減免額への普通交付税

による補填 （３年間、減免額の７５％を補填。）

２．スキーム

国：「基本方針」

協議 同意

申請 承認

事業者：「企業立地計画」

「事業高度化計画」

都道府県及び市町村：「基本計画」
※市町村・都道府県、地元商工団体、

大学 その他研究機関等で

地域産業活性化協議会を構成

３．支援措置

● 地域経済の国際的な大競争時代に相応しい

新しい企業立地促進策を推進。

キーワードは「グローカル」。「グローカル」。

（グローバル＋ローカル）（グローバル＋ローカル）

●地域の特性・強みをいかした企業立地促進等●地域の特性・強みをいかした企業立地促進等

を通じ、地域産業の活性化を目指す。を通じ、地域産業の活性化を目指す。

１．法律の考え方

（考え方）

①地域の強みを活かした総合的計画

②広域連携をする関係者の強い合意

による「地域独自の意欲的な取組」「地域独自の意欲的な取組」を支援す

ることで「多様な産業集積」「多様な産業集積」を全国的に形成。

② 予算措置・低利融資等

○企業立地に関する手続き・情報提供等のワンストップサービス実
現のための「企業立地支援センター」の設置（全国１０地区）

○本法に基づく基本計画の策定、企業誘致・人材育成活動への助成

○基本計画に位置づけられた貸工場・研修施設等の共用施設の整
備費への助成

○中小企業の立地等に対する低利融資制度（日本政策金融公庫）
（平成２０年度より創設）

○小規模企業の立地等に係る設備資金貸付 （平成２０年度より創設）

○食品製造・加工・販売事業者の立地等に対する債務保証等
○中小企業者の資金調達を円滑化する中小企業信用保険の特例措
置

① 課税の特例・規制緩和措置

○立地企業への設備投資促進税制 ：特別償却の適用（機械等：
１５％、建物等：８％）→平成２０年度税制改正：支援措置の充実（対象業種に食料品
製造業等の農林水産関連業種の追加、当該業種の最低投資要件の引き下げ（機械等3億円
→４千万円（単価1千万円→5百万円）、建物等5億円→5千万円））

③ 各省との連携による支援措置

○工場立地法の特例 ： 緑地面積規制権限の市町村への委譲
（緑地面積率の引下げ可能化）

→平成２０年度より支援措置の充実（最低投資要件の引き下げ（食料品製造業等の農
林水産関連業種：5億円→5千万円、その他の対象業種：5又は3億円→2億円））

②企業立地後のフォローアップのための特別交付税の交付

○農水省、国交省、厚労省、文科省の施策との連携

４．基本計画の策定状況

○第１号～第１０号同意 ：４６道府県（１４２計画） (H.21.3.1現在）

・福井県嶺北地域
・福井県嶺南地域
・滋賀県野洲地域
・滋賀県長浜地域
・滋賀県竜王地域
・滋賀県大津・草津地
域
・京都府京丹後地域
・大阪府吹田・茨城地
域
・大阪府堺・髙石臨海

地域
・兵庫県神戸市地域
・兵庫県たつの市・

上郡町・佐用町地域
・兵庫県淡路市地域
・兵庫県南あわじ地域
・兵庫県豊岡市地域
・兵庫県高砂市

臨海地域
・兵庫県姫路市地域
・兵庫県朝来市地域
・兵庫県尼崎市
・兵庫県多可町地域
・奈良県地域
・和歌山県紀ノ川流域

地域
・和歌山県紀中・

紀南地域

近畿地域の基本計画
対象地域（Ｈ２１．３．１現在）

 
 



  －  － 20

 

図表 I-24  基本計画作成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府京丹後地域（繊維工業、
機械金属加工業）

福井県嶺北地域（自動車、化学・素材、健
康長寿関連産業）

兵庫県神戸市地域（医療関連産業
ほか）

兵庫県たつの市・上郡町・佐用町
地域（ものづくり産業）

大阪府堺・高石臨海地域（エネルギー、情報通信、
生活用品等関連産業）

和歌山県紀ノ川流域地域（情報家
電・新エネルギー関連産業）

大阪府吹田・茨木地域（バイオ・ライフ
サイエンス関連産業）

滋賀県竜王地域（自動車関連産業）

滋賀県長浜地域（環境、バイオ、
高度ものづくり産業）

滋賀県野洲地域（ＩＴ関連産業）

福井県嶺南地域（電子部品、
健康長寿関連産業）

２００９年３月１日現在

兵庫県淡路市地域（環境、地域技術
ものづくり関連産業）

兵庫県南あわじ地域（南あわじブランド、
次世代エネルギー関連産業）

兵庫県豊岡市地域（次世代エネル
ギー関連産業ほか）

兵庫県高砂市臨海地域（先端技術
産業、地域ものづくり産業）

兵庫県朝来市地域（機械・金属加
工関連産業、環境共生・地域資源
活用関連産業）

兵庫県姫路市地域（光・電子技術
関連産業、地域ものづくり力高度
化産業）

兵庫県尼崎市（超付加価値創生型
産業、地域ものづくり産業）

和歌山県紀中・紀南地域（地域資源
活用型産業、情報通信関連産業ほ
か）

兵庫県多可町地域（新エネ関連産
業ほか）

滋賀県大津・草津地域（高度モノづくり
産業ほか

７府県２２計画

奈良県地域（環境技術創造型産業、
高度ものづくり産業ほか）




